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北九州市手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令和４年６月２７日

                    北九州市長 北 橋 健 治

北九州市条例第１２号

北九州市手数料条例の一部を改正する条例

 北九州市手数料条例（平成１２年北九州市条例第１０号）の一部を次のよう

に改正する。

別表第１２０号の２中「第５項までに規定する長期優良住宅建築等計画」を

「第７項までに規定する長期優良住宅建築等計画若しくは長期優良住宅維持保

全計画（以下この号において「長期優良住宅建築等計画等」という。）」に、

「規定する長期優良住宅建築等計画の変更」を「規定する長期優良住宅建築等

計画等の変更」に改め、同号の長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成

２０年法律第８７号）第５条第１項から第５項までに規定する長期優良住宅建

築等計画の認定の申請に対する審査又は同法第８条第１項に規定する長期優良

住宅建築等計画の変更の認定の申請（同法第９条第１項及び第３項に規定する

変更の認定の申請を除く。以下この号において同じ。）に対する審査の一戸建

て住宅の増築又は改築の項、共同住宅等（区分所有住宅を除く。）の増築又は

改築の項及び区分所有住宅の増築又は改築の項中「の増築又は改築」を「（新

築のものを除く。）」に、「長期優良住宅建築等計画の」を「長期優良住宅建

築等計画等の」に改める。

付 則

この条例は、令和４年１０月１日から施行する。
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北九州市市税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和４年６月２７日 

北九州市長 北 橋 健 治 

北九州市条例第１３号 

北九州市市税条例の一部を改正する条例 

第１条 北九州市市税条例（昭和３８年北九州市条例第８５号）の一部を次の

ように改正する。 

  第１７条第４項本文（各号列記以外の部分に限る。）中「特定配当等に係

る所得が生じた年の翌年の４月１日の属する年度分の特定配当等申告書（市

民税の納税通知書が送達される時までに提出された次に掲げる申告書をいう

。以下この項において同じ。）」を「前年分の所得税に係る第２７条第１項

に規定する確定申告書」に改め、「（特定配当等申告書にその記載がないこ

とについてやむを得ない理由があると市長が認めるときを含む。）」を削り

、同項ただし書及び各号を削り、同条第６項本文（各号列記以外の部分に限

る。）中「特定株式等譲渡所得金額に係る所得が生じた年の翌年の４月１日

の属する年度分の特定株式等譲渡所得金額申告書（市民税の納税通知書が送

達される時までに提出された次に掲げる申告書をいう。以下この項において

同じ。）」を「前年分の所得税に係る第２７条第１項に規定する確定申告書

」に改め、「（特定株式等譲渡所得金額申告書にその記載がないことについ

てやむを得ない理由があると市長が認めるときを含む。）」を削り、同項た

だし書及び各号を削る。 

第２３条第１項中「特定配当等申告書」及び「特定株式等譲渡所得金額申

告書」を「確定申告書」に改める。 

第２６条第１項ただし書中「所得税法第２条第１項第３３号の４に規定す

る源泉控除対象配偶者」を「所得割の納税義務者（前年の合計所得金額が９

００万円以下であるものに限る。）の法第３１４条の２第１項第１０号の２

に規定する自己と生計を一にする配偶者（前年の合計所得金額が９５万円以

下であるものに限る。）で控除対象配偶者に該当しないもの」に改める。 

第２７条第２項中「または」を「又は」に、「および」を「及び」に改め

、「付記された事項」の次に「（施行規則で定める事項を除く。）」を加え

る。 

第２７条の２の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改

め、同条第１項中第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、第１号の次に

次の１号を加える。 

（２） 所得割の納税義務者（合計所得金額が１，０００万円以下である
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ものに限る。）の自己と生計を一にする配偶者（法第３１３条第３項に

規定する青色事業専従者に該当するもので同項に規定する給与の支払を

受けるもの及び同条第４項に規定する事業専従者に該当するものを除き

、合計所得金額が１３３万円以下であるものに限る。次条第１項におい

て同じ。）の氏名 

第２７条の３の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改

め、同条第１項各号列記以外の部分中「あって、」の次に「特定配偶者（所

得割の納税義務者（合計所得金額が９００万円以下であるものに限る。）の

自己と生計を一にする配偶者（退職手当等（第４１条の２に規定する退職手

当等に限る。以下この項において同じ。）に係る所得を有する者であって、

合計所得金額が９５万円以下であるものに限る。）をいう。第２号において

同じ。）又は」を、「控除対象扶養親族」の次に「であって退職手当等に係

る所得を有しない者」を加え、同項中第３号を第４号とし、第２号を第３号

とし、第１号の次に次の１号を加える。 

（２） 特定配偶者の氏名 

付則第６条第５項第１号及び第６条の２第５項第１号中「、第１項の申告

書」とあるのは「、第１項」を「同項の申告書」とあるのは「第１項」に改

める。 

付則第７条第２項中「第３１４条の７」」を「第３１４条の８」」に、「

法第３１４条の７並びに付則第７条第１項」を「付則第７条第１項並びに法

第３１４条の８」に改める。 

付則第７条の３第２項中「「並びに法第３１４条の７」を「「法第３１４

条の８」に、「並びに付則第７条の３第１項並びに法第３１４条の７」を「

付則第７条の３第１項並びに法第３１４条の８」に改める。 

付則第７条の３の２第１項中「令和１５年度」を「令和２０年度」に、「

令和３年」を「令和７年」に改め、同条第２項中「及び前２条」を「前２条

」に、「、前２条及び」を「前２条並びに」に改める。 

付則第９条の２第２項中「４分の３」を「５分の４」に改め、同条中第１

９項を第２０項とし、第１８項を第１９項とし、第１７項の次に次の１項を

加える。 

１８ 法附則第１５条第４４項に規定する条例で定める割合は、４分の３と

する。 

付則第１５条の５第１項及び第２項中「令和４年３月３１日」を「令和６

年３月３１日」に改める。 

付則第１５条の７第１項各号列記以外の部分中「令和６年３月３１日」を
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「令和９年３月３１日」に、「貸付」を「貸付け」に改め、同項第２号中「

及び同法第４２条の４第８項第７号」を「、同法第４２条の４第１９項第７

号」に改め、「中小企業者」の次に「及び法人税法第６６条第６項に規定す

る中小通算法人」を加え、同項第３号中「２，０００万円」を「２，５００

万円」に、「及び中小企業者」を「、中小企業者及び中小通算法人」に改め

る。 

付則第１７条の３第２項各号列記以外の部分中「当該特定上場株式等の配

当等の支払を受けるべき年の翌年の４月１日の属する年度分の市民税」を「

前年分の所得税」に、「につき前項」を「につき同条第１項」に、「受けよ

うとする旨の記載のある第１７条第４項に規定する特定配当等申告書を提出

した」を「受けた」に改め、「（次に掲げる場合を除く。）」及び「ものと

し、市民税の所得割の納税義務者が前年中に支払を受けるべき特定上場株式

等の配当等に係る配当所得について同条第１項及び第２項並びに第２０条の

規定の適用を受けた場合には、当該納税義務者が前年中に支払を受けるべき

他の特定上場株式等の配当等に係る配当所得については、前項の規定は、適

用しない」を削り、同項各号を削る。 

付則第２０条中「若しくは第４０項」を「、第４０項若しくは第４４項」

に改める。 

付則第２１条の２第３項中「、第３７条の８又は第３７条の９」を「又は

第３７条の８」に改める。 

付則第２３条の２第１項中「附則第３５条の２の６第２項」を「附則第３

５条の２の６第９項」に改める。 

付則第２３条の４の２第１項中「（以下この条及び次条において「源泉徴

収選択口座内配当等」という。）」を削り、同条第２項を削る。 

付則第２３条の５第６項後段中「、第１項」を「同項」に、「、令」を「

令」に改める。 

付則第２４条第７項後段中「「第１項」を「「同項」に改め、「を市長」

を削る。 

付則第２４条の３第３項後段中「、第１項」を「同項」に、「、令」を「

令」に改める。 

付則第２６条中「附則第５条の４の２第６項（同条第９項」を「附則第５

条の４の２第５項（同条第７項」に、「附則第５条の４の２第６項」と、同

条第２項第２号中「租税特別措置法第４１条の２の２」とあるのは「東日本

大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第１３条第１

項の規定により適用される租税特別措置法第４１条の２の２」を「附則第５
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条の４の２第５項」に改める。 

付則第３２条を削る。 

第２条 北九州市市税条例の一部を次のように改正する。 

付則第２３条の５第１項中「附則第３５条の２の６第１２項」を「附則第

３５条の２の６第９項」に改め、「及び次項」を削り、「年の末日の属する

年度の翌年度の市民税」を「年分の所得税」に、「第２６条第１項の規定に

よる申告書」を「同条第１項に規定する確定申告書（第３項において「確定

申告書」という。）」に、「市長においてやむを得ない事情があると認める

場合には、当該申告書をその提出期限後において市民税の納税通知書が送達

される時までに提出した場合を含む」を「租税特別措置法第３７条の１２の

２第１項の規定の適用がある場合に限る」に改め、同条第２項を削り、同条

第３項中「第１項の規定の適用がある場合における付則第１７条の３」を「

前項の規定の適用がある場合における付則第１７条の３第１項」に、「同条

第１項」を「同項」に改め、同項を同条第２項とし、同条第４項中「附則第

３５条の２の６第１６項」を「附則第３５条の２の６第１２項」に、「年の

末日の属する年度の翌年度の市民税」を「年分の所得税」に、「上場株式等

に係る譲渡損失の金額の控除に関する事項を記載した第２６条第１項又は第

３項の規定による申告書（第６項において準用する同条第４項の規定による

申告書を含む。以下この項において同じ。）」を「確定申告書」に改め、「

（市長においてやむを得ない事情があると認める場合には、これらの申告書

をその提出期限後において市民税の納税通知書が送達される時までに提出し

た場合を含む。）」を削り、「年度分の市民税」を「年分の所得税」に、「

これらの申告書（その提出期限後において市民税の納税通知書が送達される

時までに提出されたものを含む。）」を「確定申告書」に改め、「とき」の

次に「（租税特別措置法第３７条の１２の２第５項の規定の適用があるとき

に限る。）」を加え、同項を同条第３項とし、同条第５項中「第２項並びに

」を削り、「付則第２３条の５第４項」を「付則第２３条の５第３項」に改

め、同項を同条第４項とし、同条第６項及び第７項を削る。 

  付 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年１月１日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

（１） 第１条中北九州市市税条例（以下「市税条例」という。）付則第６

条第５項第１号、第６条の２第５項第１号、第７条第２項、第７条の３第

２項及び第９条の２第２項の改正規定、同条中第１９項を第２０項とし、
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第１８項を第１９項とし、第１７項の次に１項を加える改正規定、市税条

例付則第１５条の５第１項及び第２項、第１５条の７第１項各号列記以外

の部分、第２号及び第３号、第２０条、第２３条の５第６項後段、第２４

条第７項後段、第２４条の３第３項後段並びに第２６条の改正規定並びに

付則第４条の規定及び付則第５条中北九州市市税条例の一部を改正する条

例（令和３年北九州市条例第１９号）第２条の改正規定の改正規定 公布

の日 

（２） 第１条中市税条例第１７条第４項本文（各号列記以外の部分に限る

。）の改正規定、同項ただし書及び各号を削る改正規定、同条第６項本文

（各号列記以外の部分に限る。）の改正規定、同項ただし書及び各号を削

る改正規定並びに市税条例第２３条第１項、第２６条第１項ただし書及び

第２７条第２項の改正規定並びに市税条例付則第１７条の３第２項各号列

記以外の部分の改正規定、同項各号を削る改定規定、市税条例付則第２３

条の２第１項及び第２３条の４の２第１項の改正規定並びに同条第２項を

削る改正規定並びに第２条並びに付則第３条の規定 令和６年１月１日 

（個人の市民税に関する経過措置） 

第２条  第１条の規定による改正後の市税条例（以下「新条例」という。）第

２７条の２第１項の規定は、この条例の施行の日（以下この項及び次項にお

いて「施行日」という。）以後に支払を受けるべき同条第１項に規定する給

与について提出する同項及び同条第２項に規定する申告書について適用し、

施行日前に支払を受けるべき第１条の規定による改正前の市税条例（以下「

旧条例」という。）第２７条の２第１項に規定する給与について提出した同

項及び同条第２項に規定する申告書については、なお従前の例による。 

２ 新条例第２７条の３第１項の規定は、施行日以後に支払を受けるべき所得

税法（昭和４０年法律第３３号）第２０３条の６第１項に規定する公的年金

等（同法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項にお

いて「公的年金等」という。）について提出する新条例第２７条の３第１項

に規定する申告書について適用し、施行日前に支払を受けるべき公的年金等

について提出した旧条例第２７条の３第１項に規定する申告書については、

なお従前の例による。 

３ 新条例付則第７条の３の２の規定は、市民税の所得割の納税義務者が令和

４年１月１日以後に所得税法等の一部を改正する法律（令和４年法律第４号

。以下この項及び次項において「所得税法等改正法」という。）第１１条の

規定による改正後の租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４１条第

１項に規定する居住用家屋若しくは既存住宅又は増改築等をした家屋（当該
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増改築等に係る部分に限る。）を同項の定めるところによりその者の居住の

用に供する場合について適用し、市民税の所得割の納税義務者が同日前に所

得税法等改正法第１１条の規定による改正前の租税特別措置法（次項におい

て「旧租税特別措置法」という。）第４１条第１項に規定する居住用家屋若

しくは既存住宅又は増改築等をした家屋（当該増改築等に係る部分に限る。

次項において同じ。）を同条第１項の定めるところによりその者の居住の用

に供した場合については、なお従前の例による。 

４ 市民税の所得割の納税義務者が令和４年１月１日前に旧租税特別措置法第

４１条第１項に規定する居住用家屋若しくは既存住宅若しくは増改築等をし

た家屋を同項の定めるところによりその者の居住の用に供した場合又は同日

前に所得税法等改正法第１８条の規定による改正前の東日本大震災の被災者

等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律（平成２３年法律第２９号）

第１３条の２第１項に規定する居住用家屋若しくは既存住宅若しくは増改築

等をした家屋若しくは認定住宅を同項の定めるところによりその者の居住の

用に供した場合における旧条例付則第３２条第１項及び同条第２項の規定に

より読み替えて適用される旧条例付則第７条の３の２第１項の規定による控

除については、なお従前の例による。 

第３条 付則第１条第２号に掲げる規定による改正後の市税条例（次項におい

て「令和６年新条例」という。）の規定中個人の市民税に関する部分は、令

和６年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和５年度分までの

個人の市民税については、なお従前の例による。 

２ 令和６年新条例付則第２３条の５第３項の規定の適用については、令和６

年度から令和８年度までの各年度分の個人の市民税に限り、同項中「につい

て確定申告書」とあるのは「に係る確定申告書（当該上場株式等に係る譲渡

損失の金額の生じた年が令和２年から令和４年までの各年である場合には、

その年の末日の属する年度の翌年度分の市民税に係る北九州市市税条例の一

部を改正する条例（令和４年北九州市条例第１３号）第２条の規定による改

正前の付則第２３条の５第４項に規定する申告書（その提出期限後において

市民税の納税通知書が送達される時までに提出されたものを含む。以下この

項において「旧申告書」という 。））」 と、「について連続して確定申告書

を」とあるのは「に係る確定申告書（当該年が令和３年又は令和４年である

場合には、その年の末日の属する年度の翌年度分の市民税に係る旧申告書）

を連続して」とする。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第４条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部
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分は、令和４年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和３年度分

までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 令和２年４月１日から令和４年３月３１日までの間に取得された地方税法

等の一部を改正する法律（令和４年法律第１号）第１条の規定による改正前

の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）附則第１５条第２項に規定する施

設又は設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

３ 新条例付則第１５条の５第１項及び第２項の規定は、当該各項に規定する

要件に該当する家屋及び構築物並びにこれらの敷地である土地が令和４年４

月１日から付則第１条第１号に掲げる規定の施行の日までの間に取得された

場合についても適用する。 

４ 新条例付則第１５条の７第１項の規定は、同項第２号に規定する中小通算

法人が令和４年４月１日から付則第１条第１号に掲げる規定の施行の日まで

の間に同項に規定する要件に該当する家屋又は構築物及び当該家屋又は構築

物の敷地である土地を取得した場合についても適用する。 

（北九州市市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第５条 北九州市市税条例の一部を改正する条例の一部を次のように改正する

。 

  第１条のうち市税条例第２７条の３第１項各号列記以外の部分の改正規定

中「法第３１４条の２第１項第１１号の控除対象扶養親族」を「扶養親族（

」の次に「年齢１６歳未満の者又は」を加え、「有しない者」に、「年齢１

６歳未満の」を「有する」に改める。 

第２条のうち市税条例付則第９条の２第１９項を削る改正規定中「付則第

９条の２第１９項」を「付則第９条の２第２０項」に改める。 
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北九州市都市公園、霊園、駐車場等の設置及び管理に関する条例の一部を改

正する条例をここに公布する。

令和４年６月２７日

                    北九州市長 北 橋 健 治

北九州市条例第１４号

北九州市都市公園、霊園、駐車場等の設置及び管理に関する条例

の一部を改正する条例

北九州市都市公園、霊園、駐車場等の設置及び管理に関する条例（昭和４７

年北九州市条例第７号）の一部を次のように改正する。

                        「木屋瀬プール

                         岩ケ鼻市民プール」

を「木屋瀬プール」に改める。

付 則

 この条例は、公布の日から施行する。

別表第１の３ 有料施設の使用料の表のプールの項中
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建築物における駐車施設の付置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

をここに公布する。

令和４年６月２７日

                    北九州市長 北 橋 健 治

北九州市条例第１５号

建築物における駐車施設の付置及び管理に関する条例の一部を改

正する条例

建築物における駐車施設の付置及び管理に関する条例（昭和４１年北九州市

条例第４１号）の一部を次のように改正する。

第２条本文中「次」を「駐車場整備地区内又は商業地域内若しくは近隣商業

地域内において、次」に改め、同条の表中「にあつて」を削る。

第４条中「建築物の部分」を「駐車場整備地区内又は商業地域内若しくは近

隣商業地域内において、建築物の部分」に、「、当該用途変更」を「当該用途

変更」に、「修繕又は」を「修繕若しくは」に改め、「にあつて」を削り、「

前に第２条又は前条」を「前に第２条（前条又は次条の規定により適用する場

合を含む。同条を除き、以下同じ。）」に、「ついて第２条又は前条」を「つ

いて第２条」に改める。

第５条中「から前条まで」を「（第３条の規定により適用する場合を含む。

）及び前条」に改める。

第６条第１項中「第４条」の次に「（前条の規定により適用する場合を含む

。以下同じ。）」を加え、「、幅」を「幅」に、「、奥行」を「及び奥行」に

、「出入」を「出入り」に改める。

 第７条第１項中「を新築し、若しくは増築しようとする者」を「の新築若し

くは増築」に、「当該建築物の構造又は敷地の状態により、やむを得ない場合

において、市長の承認を受けて、当該建築物の敷地からおおむね２００メート

ル以内の場所にそれぞれ、第２条又は第４条及び前条に規定する規模、構造等

を有する駐車施設を設置した」を「次のいずれかに該当する」に改め、同項に

次の各号を加える。

（１） 当該建築物の構造又は敷地の状態によりやむを得ない場合において

、市長の承認を受けて当該建築物の敷地からおおむね２００メートル以内

の場所に第２条又は第４条及び前条の規定に適合する駐車施設を設置した

とき。

（２） 当該建築物の敷地が特定地域（特に民間開発の促進、街並み及び景

観の向上並びに歩行者の安全性の確保を図る必要がある地域として規則で

定める地域をいう。以下同じ。）内の敷地（当該特定地域の内外にわたる
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敷地であってその過半が当該特定地域に属するものを含む。）である場合

において、市長の承認を受けて当該建築物の敷地からおおむね５００メー

トル以内の場所に第２条又は第４条及び前条の規定に適合する駐車施設を

設置したとき。

 （３） 当該建築物の地区又は地域の地形、交通事情等から見て合理的と認

められる場合において、市長の承認を受けて規則で定める規模、構造及び

設備に適合する駐車施設を２以上の建築物のために一団として設置したと

き。

第７条第２項を削り、同条第３項中「前２項の規定による」を「前項各号の

」に改め、同項を同条第２項とする。

第８条中「、当該」を「当該」に、「から第４条まで」を「及び第４条」に

、「適用しない」を「、適用しない」に改める。

第９条中「、第３条」及び「、第５条」を削る。

第１１条第１項中「、第３条」を削る。

第１４条中「、前条の」を「、前条各項に規定する」に、「前条の刑」を「

当該各項に規定する刑」に改める。

付 則

この条例は、公布の日から施行する。

17



北九州市いじめ問題専門委員会条例の一部を改正する条例をここに公布する

。

令和４年６月２７日

                    北九州市長 北 橋 健 治  

北九州市条例第１６号

北九州市いじめ問題専門委員会条例の一部を改正する条例

北九州市いじめ問題専門委員会条例（平成２６年北九州市条例第４２号）の

一部を次のように改正する。

第３条第２項中「委員は」を「委員及び臨時委員は」に改め、同項を同条第

３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。

２ 特別の事項（前条第３号に掲げるものに限る。以下同じ。）を調査審議さ

せるため必要があるときは、委員会に臨時委員を置くことができる。

 第４条に次の１項を加える。

３ 臨時委員は、特別の事項に関する調査審議が終了したときは、解任される

ものとする。

第６条第３項中「、委員」の次に「及び議事に関係のある臨時委員」を加え

、「議決」を「及び議決」に改め、同条第４項中「出席した委員」を「委員及

び議事に関係のある臨時委員で会議に出席したもの」に改める。

付 則

この条例は、公布の日から施行する。
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北九州市議会議員及び北九州市長の選挙における選挙運動の公費負担に関す

る条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令和４年６月２７日

                    北九州市長 北 橋 健 治

北九州市条例第１７号

北九州市議会議員及び北九州市長の選挙における選挙運動の公費

負担に関する条例の一部を改正する条例

北九州市議会議員及び北九州市長の選挙における選挙運動の公費負担に関す

る条例（平成５年北九州市条例第２４号）の一部を次のように改正する。

第４条第２号ア中「１万５，８００円」を「１万６，１００円」に改め、同

号イ中「７，５６０円」を「７，７００円」に改める。

第６条第２項中「（昭和２５年政令第８９号）」を削る。

第８条各号列記以外の部分中「公職選挙法施行令」の次に「（昭和２５年政

令第８９号）」を加え、同条第１号中「７円５１銭」を「７円７３銭」に改め

、同条第２号中「５円２銭」を「５円１８銭」に、「３７万５，５００円」を

「３８万６，５００円」に、「１銭と」を「、１銭と」に改める。

第１１条第１号中「５２５円６銭」を「５４１円３１銭」に、「３１万５０

０円」を「３１万６ , ２５０円」に、「１円と」を「、１円と」に改め、同条
第２号中「２６万２，５３０円と２７円５０銭」を「２７万６５５円と２８円

３５銭」に、「３１万５００円」を「３１万６ , ２５０円」に、「１円と」を
「、１円と」に改める。

付 則

 （施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

 （経過措置）

２ 改正後の北九州市議会議員及び北九州市長の選挙における選挙運動の公費

負担に関する条例の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。  

）以後その期日を告示される北九州市議会議員の選挙及び北九州市長の選挙

について適用し、施行日の前日までにその期日を告示された北九州市議会議

員の選挙及び北九州市長の選挙については、なお従前の例による。
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 北九州市副市長事務分担規則及び北九州市長代理順序規則の一部を改正する

規則をここに公布する。 

令和４年６月２３日 

                    北九州市長 北 橋 健 治 

北九州市規則第３５号 

北九州市副市長事務分担規則及び北九州市長代理順序規則の一部 

を改正する規則 

 （北九州市副市長事務分担規則の一部改正） 

第１条 北九州市副市長事務分担規則（昭和４２年北九州市規則第３０号）の

一部を次のように改正する。 

  第２条鈴木清副市長の項中「鈴木清副市長」を「稲原 浩副市長」に改め

る。 

 （北九州市長代理順序規則の一部改正） 

第２条 北九州市長代理順序規則（昭和４２年北九州市規則第３１号）の一部

を次のように改正する。

  第１条中「鈴 木  清」を「稲 原   浩」に改める。

   付 則 

 この規則は、令和４年６月２７日から施行する。 
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建築物における駐車施設の付置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正

する規則をここに公布する。 

令和４年６月２７日 

                    北九州市長 北 橋 健 治   

北九州市規則第３６号 

建築物における駐車施設の付置及び管理に関する条例施行規則の 

一部を改正する規則 

 建築物における駐車施設の付置及び管理に関する条例施行規則（昭和４２年

北九州市規則第７１号）の一部を次のように改正する。 

 第１条前段中「又は第４条の規定による」を「（条例第３条又は第５条の規

定により適用する場合を含む。以下同じ。）又は条例第４条（条例第５条の規

定により適用する場合を含む。以下同じ。）の規定により」に改める。 

 第４条第１項中「第７条第３項」を「第７条第２項」に改め、同条第２項中

「第７条第３項」を「第７条第２項」に、「承認した」を「、承認した」に改

める。 

 第４条の次に次の１条を加える。 

（特例における特定地域） 

第４条の２ 条例第７条第１項第２号の規則で定める地域は、駐車場整備地区

内の地域とする。 

 第５条中「第７条第２項」を「第７条第１項第３号」に、「等」を「及び設

備」に改める。 

 第６条中「第７条第１項又は第２項の規定による」を「第７条第１項各号の

市長の」に改める。 

   付 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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北九州市新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金基金条例施行規

則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和４年６月２７日 

                    北九州市長 北 橋 健 治   

北九州市規則第３７号 

北九州市新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金基金 

条例施行規則の一部を改正する規則 

 北九州市新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金基金条例施行規

則（令和３年北九州市規則第１３号）の一部を次のように改正する。 

 付則第２項中「令和８年３月３１日」を「令和１０年３月３１日」に改める

。 

   付 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

23



北九州市告示第３１１号 

 土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）第１１条第１項の規定に基づき

、次の土地を特定有害物質によって汚染されている形質変更時要届出区域に指

定することについて、同条第３項において準用する同法第６条第２項の規定に

基づき、次のとおり告示する。また、この告示により指定する形質変更時要届

出区域に係る同法第１５条第１項に規定する台帳は、北九州市環境局環境監視

部環境監視課及び北九州市立文書館に備え付ける。 

  令和４年６月２７日 

                    北九州市長 北 橋 健 治 

１ 指定する形質変更時要届出区域 

北九州市八幡西区大字熊手９４８番１、９５１番３、９８９番２、２５７

４番、２５７７番１、２６７２番、２６８０番２、２６９４番１及び大字藤

田２３８６番の各一部 

２ 土壌溶出量基準に適合していない特定有害物質の種類 

  クロロエチレン、四塩化炭素、１，２－ジクロロエタン、１，１－ジクロ

ロエチレン、１，２－ジクロロエチレン、１，３－ジクロロプロペン、ジク

ロロメタン、テトラクロロエチレン、１，１，１－トリクロロエタン、１，

１，２－トリクロロエタン、トリクロロエチレン、ベンゼン、カドミウム及

びその化合物、六価クロム化合物、シアン化合物、水銀及びその化合物、セ

レン及びその化合物、鉛及びその化合物、砒
ひ

素及びその化合物、ふっ素及び

その化合物、ほう素及びその化合物、シマジン、チオベンカルブ、チウラム

、ポリ塩化ビフェニル並びに有機りん化合物 

３ 土壌含有量基準に適合していない特定有害物質の種類 

  カドミウム及びその化合物、六価クロム化合物、シアン化合物、水銀及び

その化合物、セレン及びその化合物、鉛及びその化合物、砒素及びその化合

物、ふっ素及びその化合物並びにほう素及びその化合物 
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北九州市告示第３１２号 

 土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）第１１条第１項の規定に基づき

、次の土地を特定有害物質によって汚染されている形質変更時要届出区域に指

定することについて、同条第３項において準用する同法第６条第２項の規定に

基づき、次のとおり告示する。また、この告示により指定する形質変更時要届

出区域に係る同法第１５条第１項に規定する台帳は、北九州市環境局環境監視

部環境監視課及び北九州市立文書館に備え付ける。 

  令和４年６月２７日 

                    北九州市長 北 橋 健 治 

１ 指定する形質変更時要届出区域 

北九州市八幡西区大字藤田２４１９番１の一部 

２ 土壌溶出量基準に適合していない特定有害物質の種類 

  ふっ素及びその化合物 
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北九州市告示第３１３号 

 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第５８条の２の規定によ

り、特定子ども・子育て支援施設等の確認を行ったので、同法第５８条の１１

第１号の規定により、次のとおり告示する。 

令和４年６月２７日 

北九州市長 北 橋 健 治   

施設等の名称 種類 所在地 事業者の名称 確認年月日 

ｃａｆｅちいさ

なせかい 

認可外

保育施

設 

北九州市八幡

西区鷹の巣二

丁目１４番２

５号 

内野 孝太 令和４年６

月１０日 

そらまめほいく

えん 

認可外

保育施

設 

北九州市小倉

北区京町四丁

目４番３８―

４０４号 

西村 昌子 令和４年６

月１３日 
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北九州市告示第３１４号 

 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第５８条の６第１項の規

定により、特定子ども・子育て支援施設等の確認の辞退があったので、同法第

５８条の１１第２号の規定により、次のとおり告示する。 

令和４年６月２７日 

北九州市長 北 橋 健 治   

施設等の名称 種類 所在地 事業者の名称 確認年月日 

キズナシッター 

 髙木 摩奈実 

認可外

保育施

設 

居宅訪問型保

育事業の所在

地は個人情報

のため公示し

ておりません

。 

髙木 摩奈実 令和４年６

月１７日 
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北九州市公告第４２４号 

 大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第２項の規定によ

る大規模小売店舗の変更事項の届出があったので、同条第３項において準用す

る同法第５条第３項の規定により、次のとおり公告し、当該届出及び添付書類

を縦覧に供する。 

 なお、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺地域の生活環境の保持の

ため配慮すべき事項について意見を有する者は、意見書を北九州市長に提出す

ることができる。 

  令和４年６月２７日 

                    北九州市長 北 橋 健 治   

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 

  ベスト電器小倉南店 

  北九州市小倉南区葛原東二丁目１０４３番１ 

２ 大規模小売店舗を設置する者 

  株式会社ヤマダデンキ 

  群馬県高崎市栄町１番１号 

  代表取締役 小林辰夫 

３ 変更する事項 

  大規模小売店舗の施設の配置に関する事項 

 （１） 駐車場の位置及び収容台数 

ア 変更前 駐車場 ４７８台 

イ 変更後 駐車場 ３３３台 

 （２） 駐輪場の位置及び収容台数 

ア 変更前 駐輪場１ ７８台 

 駐輪場２ ３６台 

 駐輪場３ ２２台 

 合計 １３６台 

イ 変更後 駐輪場２ ３６台 

 駐輪場３ ２２台 

 合計 ５８台 

４ 変更する年月日 

  令和５年２月２１日 

５ 変更する理由 

  営業政策上の理由による。 

６ 届出年月日 
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令和４年６月２０日 

７ 縦覧場所 

（１）  北九州市小倉北区城内１番１号 

  北九州市産業経済局地域経済振興部商業・サービス産業政策課  

（２） 北九州市小倉南区若園五丁目１番２号 

   北九州市小倉南区役所総務企画課 

８ 縦覧期間 

  この公告の日から令和４年１０月２７日まで（日曜日、土曜日及び国民の

祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日を除く。）

の毎日午前８時３０分から午後５時まで 

９ 意見書の提出要領 

  次に掲げる事項を記載した文書を令和４年１０月２７日までに北九州市産

業経済局地域経済振興部商業・サービス産業政策課に到着するように提出す

ること。 

 （１） 氏名又は団体名及び団体にあっては、その代表者の氏名 

 （２）  住所又は所在地 

 （３）  連絡先電話番号 

 （４）  大規模小売店舗の名称及び所在地 

 （５）  意見 
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北九州市公告第４２５号 

 大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第２項の規定によ

る大規模小売店舗の変更事項の届出があったので、同条第３項において準用す

る同法第５条第３項の規定により、次のとおり公告し、当該届出及び添付書類

を縦覧に供する。 

 なお、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺地域の生活環境の保持の

ため配慮すべき事項について意見を有する者は、意見書を北九州市長に提出す

ることができる。 

  令和４年６月２７日 

                    北九州市長 北 橋 健 治   

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 

  イオンモール八幡東 

  北九州市八幡東区東田三丁目２番地１０１ほか 

２ 大規模小売店舗を設置する者 

  三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

  代表取締役 長島 巌 

３ 変更する事項 

  大規模小売店舗の施設の配置に関する事項 

 （１） 駐輪場の位置及び収容台数 

ア 変更前 駐輪場１ ４０台 

 駐輪場２ ２４台 

 駐輪場３ ７８台 

 駐輪場４ ６６台 

 駐輪場５ ６８台 

 駐輪場６ ６１台 

 駐輪場７ ４０台 

 駐輪場８ １０７台 

 駐輪場９ １０台 

 駐輪場１０ ３６台 

 駐輪場１１ ６０台 

 駐輪場１２ ５３台 

 合計 ６４３台 

イ 変更後 駐輪場１ ４３台 

 駐輪場２ １０台 
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 駐輪場３ ４７台 

 合計 １００台 

４ 変更する年月日 

  令和５年２月２１日 

５ 変更する理由 

  営業政策上の理由による。 

６ 届出年月日 

令和４年６月２０日 

７ 縦覧場所 

（１）  北九州市小倉北区城内１番１号 

  北九州市産業経済局地域経済振興部商業・サービス産業政策課  

（２） 北九州市八幡東区中央一丁目１番１号 

  北九州市八幡東区役所総務企画課 

８ 縦覧期間 

  この公告の日から令和４年１０月２７日まで（日曜日、土曜日及び国民の

祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日を除く。）

の毎日午前８時３０分から午後５時まで 

９ 意見書の提出要領 

  次に掲げる事項を記載した文書を令和４年１０月２７日までに北九州市産

業経済局地域経済振興部商業・サービス産業政策課に到着するように提出す

ること。 

 （１） 氏名又は団体名及び団体にあっては、その代表者の氏名 

 （２）  住所又は所在地 

 （３）  連絡先電話番号 

 （４）  大規模小売店舗の名称及び所在地 

 （５）  意見 
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北九州市公告第４２６号
次の物品について、一般競争入札により物品調達契約を締結するので、地方自治法施行令（昭和２
２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び北九州市契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号
。以下「契約規則」という。）第４条第１項の規定により、次のとおり公告する。
令和４年６月２７日

北九州市長 北 橋 健 治  

１ 調達内容

購入品目及び数量 自動体外式除細動器（ＡＥＤ） １３６セット

購入物品の仕様 仕様書に定めるとおり

履行期限 令和４年１１月９日

納入場所 市の指定する場所

２ 競争入札参

加資格（次の

いずれにも該

当する者であ

ること。）

登録 有資格業者名簿（注１）に記載されていること。

所在地 有資格業者名簿に記載されている本店所在地又は受任地が北九州市内にあること。

実績

令和２年度以降において、北九州市（上下水道局、交通局及び公営競技局を含む。以

下「本市」という。）が発注した１件１６０万円を超える物品等供給契約における指

名の実績又は契約の履行実績（随意契約によるものを含む。）があること。

その他
本市から指名停止を受けている期間中でないこと。

高度管理医療機器等の販売業許可を受けていること。

３ 契約条項を

示す場所及び

期間

場所 北九州市小倉北区城内１番１号 北九州市技術監理局契約部契約課

期間 この公告の日から本件開札日まで（注２）の毎日午前９時から午後４時３０分まで

４ 競争参加資

格確認申請書

提出期間

この公告の日から令和４年７月８日まで（注２）の毎日午前９時から午後４時３０分まで

５ 入札書の受

付期間

令和４年７月１９日から同月２５日まで（注２）の毎日午前９時から午後７時まで及び同月２６日午前９

時から午後２時まで

６ 開札の場所

及び日時

場所 北九州市小倉北区城内１番１号 北九州市技術監理局契約部契約課

日時 令和４年７月２６日午後２時１０分

７ 入札及び契

約に関する条

件

入札保証金 免除する。

契約保証金
契約金額の１００分の５以上の額。ただし、契約規則第２５条第７項第１号又は第３号の

いずれかに該当する場合は、免除する。

入札方法

総価により行う。入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載す

ること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数

金額を切り捨てるものとする。）をもって落札金額とする。

電子入札案件 この公告に係る入札は、原則として電子入札システムにより行う。

８ 落札者の決

定方法

契約規則第１３条第１項の規定により定められた予定価格の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者

を落札者とする。

９ 入札の無効

次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。

（１） この公告に示した競争入札参加資格のない者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札

（２） 競争参加資格確認申請書等に虚偽の記載をした者の入札

（３） 契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札

（４） 北九州市電子入札実施要領第１０条各号のいずれかに該当する入札

１０ その他

（１） この調達に係るその他入札に関する条件は、入札説明書による。

（２） 入札説明書及び仕様書は、北九州市技術監理局契約部ホームページからダウンロードする方法に

より交付する。ただし、これにより難い場合は、第３項に示す場所及び期間において無償で交付する。

（３） この入札に係る競争参加資格確認通知を受けていない者は、当該入札に参加することができない。

（４） 原則として、入札者名義のＩＣカード（注３）を取得し、北九州市電子入札システムの利用者登

録を完了していること。

（５） この公告に関する問合せ先は、北九州市技術監理局契約部契約課（電話 ０９３－５８２－２０

１７）とする。

注１ 北九州市物品等供給契約の競争参加者の資格及び審査等に関する規則（平成７年北九州市規則第１１号）第６条第１項

に規定する有資格業者名簿をいう。

注２ この公告第３項から第５項までに規定する期間内に、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１

７８号）に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日が含まれる場合、それらの日を除く。

注３ 北九州市電子入札用電子証明書（ＩＣカード）登録要領第３条に規定するＩＣカードをいう。
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北九州市公告第４２７号 

 一般競争入札により、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例

を定める政令（平成７年政令第３７２号）第４条に規定する特定調達契約を締

結するので、北九州市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平

成７年北九州市規則第７８号）第５条第１項の規定により読み替えて適用する

北九州市契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号。以下「契約規則」とい

う。）第４条第１項の規定により次のとおり公告する。 

  令和４年６月２７日 

                    北九州市長 北 橋 健 治 

１ 調達内容 

 （１） 特定役務の名称及び数量 

   北九州市本庁舎都市ガス供給 一式 

 （２） 履行の内容等 仕様書で定めるとおり 

 （３） 履行期間 令和４年９月１日から令和５年９月１日まで 

 （４） 履行場所 北九州市小倉北区城内１番１号 

          北九州市役所本庁舎 

 （５） 入札方法 総価により行う。落札決定に当たっては、入札書に記載

された金額に当該金額の１００分の１０に相当する金額を加算した金額（

当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるもの

とする。）をもって落札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費

税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金

額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 競争入札参加資格 

  次の各号のいずれにも該当する者であること。 

（１） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。 

 （２） 北九州市物品等供給契約の競争入札参加者の資格及び審査等に関す

る規則（平成７年北九州市規則第１１号）第６条第１項の有資格業者名簿

（以下「有資格業者名簿」という。）に記載されていること。 

 （３） 北九州市から指名停止を受けている期間中でないこと。 

（４）  ガス事業法（昭和２９年法律第５１号）第３条の規定により、ガス

小売事業の登録を受けている者であること。 

３ 競争入札参加資格審査の申請 

この公告に係る一般競争入札に参加を希望する者で有資格業者名簿に記載

されていないものは、北九州市技術監理局契約部契約制度課（電話０９３－
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５８２－２５４５）に本入札に参加を希望する旨を伝えた上で、令和４年７

月２１日まで（日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法

律第１７８号）に規定する休日（以下「日曜日等」という。）を除く。）に

競争入札参加資格審査申請を行わなければならない。 

４ 入札手続等 

 （１） 契約条項を示す場所及び期間 

  ア 場所 北九州市小倉北区城内１番１号 

       北九州市総務局総務部総務課 

  イ 期間 この公告の日から令和４年８月９日まで（日曜日等を除く。）

の毎日午前９時から午前１１時３０分まで及び午後１時から午後４時３

０分まで並びに同月１０日の午前９時から午前１１時３０分まで及び午

後１時から午後２時まで 

 （２） 入札説明書及び仕様書の交付方法 前号アの場所において無償で交

付する。 

 （３） 入札説明会 入札説明会は行わないものとする。 

 （４） 競争参加の申出書の提出 

  ア 持参による場合 この公告に係る一般競争入札に参加を希望する者は

、この公告の日から令和４年７月２１日まで（日曜日等を除く。）の毎

日午前９時から午前１１時３０分まで及び午後１時から午後５時までに

競争参加の申出書を第１号アの場所に提出しなければならない。 

  イ 郵送による場合 第１号アの場所に書留郵便により、令和４年７月２

１日午後５時までに必着のこと。 

 （５） 郵送による場合の入札書の提出期限 第１号アの場所に書留郵便に

より、令和４年８月９日午後５時までに必着のこと。 

 （６） 入札及び開札の場所及び日時 

  ア 場所 北九州市小倉北区城内１番１号 

       北九州市役所本庁舎地下２階第３入札室 

  イ 日時 令和４年８月１０日午後２時 

５ その他 

 （１） 契約手続において使用する言語及び通貨 

  ア 言語 日本語 

  イ 通貨 日本国通貨 

 （２） 入札保証金及び契約保証金 

   ア 入札保証金 入札価格の１００分の５以上。ただし、契約規則第５条

第７項各号のいずれかに該当する場合は、免除する。 
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  イ 契約保証金 契約金額の１００分の５以上。ただし、契約規則第２５

条第７項第１号又は第３号のいずれかに該当する場合は、免除する。 

 （３） 入札の無効 

   次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

  ア この公告に示した競争入札参加資格のない者がした入札 

  イ 申請書等に虚偽の記載をした者がした入札 

  ウ 契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札 

 （４） 落札者の決定方法 契約規則第１３条第１項の規定により定められ

た予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者を落札者

とする。 

 （５） 契約書作成の要否 要 

（６） 契約書作成に要する費用は、全て落札者の負担とする。 

 （７） この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称及び所在

地等 

   北九州市総務局総務部総務課 

   〒８０３－８５０１ 北九州市小倉北区城内１番１号 

   電話 ０９３－５８２－２０１３ 

６  Summary 

  （１） The contract item up for tender: 

      Supply of Gas to Kitakyushu City Hall  

  （２） Deadline of Tender (by hand)  

      2:00p.m. August 10, 2022  

  （３） Deadline of Tender (by mail)  

      5:00p.m. August 9, 2022  

  （４） For further information, please contact:  

 General Affairs Division, General Affairs Department,

      General Affairs Bureau, City of Kitakyushu 
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北九州市選挙管理委員会告示第５号 

北九州市議会議員及び北九州市長の選挙における選挙運動の公費負担に関す

る規程の一部を改正する告示を次のように定める。 

  令和４年６月２７日 

                     北九州市選挙管理委員会 

                      委員長 富 増 健 次 

   北九州市議会議員及び北九州市長の選挙における選挙運動の公費 

負担に関する規程の一部を改正する告示 

 北九州市議会議員及び北九州市長の選挙における選挙運動の公費負担に関す

る規程（平成５年北九州市選挙管理委員会告示第２８号）の一部を次のように

改正する。 

 第４号様式その１中「１５，８００円」を「１６，１００円」に改める。 

 第５号様式中「７円５１銭」を「７円７３銭」に、「３７５，５００円＋５

円２銭」を「３８６，５００円＋５円１８銭」に改める。 

 第６号様式中「３１０，５００円」を「３１６，２５０円」に、「５２５円

６銭」を「５４１円３１銭」に、「２６２，５３０円＋２７円５０銭」を「２

７０，６５５円＋２８円３５銭」に改める。 

第７号様式その１（別紙）その２中「１５，８００円」を「１６，１００円

」に改め、同様式その２（別紙）中「７円５１銭」を「７円７３銭」に、「３

７５，５００円＋５円２銭」を「３８６，５００円＋５円１８銭」に改め、同

様式その３（別紙）中「３１０，５００円」を「３１６，２５０円」に、「５

２５円６銭」を「５４１円３１銭」に、「２６２，５３０円＋２７円５０銭」

を「２７０，６５５円＋２８円３５銭」に改める。 

   付 則

 （施行期日）

１ この告示は、令和４年６月２７日から施行する。

 （経過措置）

２ 改正後の北九州市議会議員及び北九州市長の選挙における選挙運動の公費

負担に関する規程の規定は、この告示の施行の日（以下「施行日」という。

）以後その期日を告示される北九州市議会議員の選挙及び北九州市長の選挙

について適用し、施行日の前日までにその期日を告示された北九州市議会議

員の選挙及び北九州市長の選挙については、なお従前の例による。
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